
東金都市計画地区計画の決定（東金市決定） 
 
都市計画季美の森東地区地区計画を次のように決定する。 

 

名    称 季美の森東地区地区計画 

位    置 東金市季美の森東一丁目及び季美の森東二丁目の各一部の区域 

面    積 約 24.2ha 

区 

域 

の 

整 

備 

・ 

開 

発 

及 

び 
保 
全 

に 

関 

す 

る 

方 

針 

 
地区計画の目標 

 
本地区は、開発行為により計画的な市街地が形成される地区であり、周辺の自然環境と調和のとれ

た緑豊かな街並と良好な住環境の形成を目指す地区とする。 
 そこで、地区計画を導入することにより、適切な土地利用を誘導し、緑豊かで潤いのある良好な住

宅市街地の形成を図り保持することを目標とする。 
 

 
その他当該区域の 
整備・開発及び保全 
に 関 す る 方 針 

 
１．土地利用の方針 
①本地区は、良好な居住環境の形成と生活を支援する機能を備えた快適な市街地の形成を図るため、

次の区分により適切な土地利用を図るものとする。 
・業務地区は、日常生活に必要な利便施設及び周辺地区を含めた交流、余暇・健康サービス施設を

備えた各種機能の核となる地区とする。 
・低層住宅地区は、緑豊かで落ち着きのある住宅市街地が形成されるよう戸建専用住宅を主体とし

た地区とする。 
・フェアウェイフロント地区は、隣接するゴルフコースの景観と調和した緑豊かな市街地形成が図

れるよう、ゆとりある空地を確保した戸建専用住宅の専用地区とする。 
②上記機能を支える道路、下水道等の都市施設を適宜配置する。 
③千葉県開発許可基準に即して調整池を適宜配置し、十分な治水対策を図る。 
④近隣住民等の憩いの場として、緑豊かな公園緑地を配置する。 
２．地区施設の整備方針 
 本地区は、開発行為により道路、公園及び緑地等の都市基盤施設が一体的に整備されることとなる

ので、これらの維持保全を図る。 
３．建築物等の整備方針 
①本地区の適正な土地利用を誘導し、良好な住環境の形成を阻害するような用途の建築物の立地を防

止する。 
②日照、通風、安全性などを考慮しつつ、緑豊かなオープンスペースを備えた良好な都市空間の形成

を図るため、敷地面積の最低限度及び建築物の壁面の位置の制限を行う。 
③周囲への圧迫感や景観調和に配慮した都市景観とするため、建築物及び屋外広告物の色彩並びにか

き又はさくの構造の制限を行う。 



地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

地区の 
区 分 

区分の 
名 称 業務地区 低層住宅地区 フェアウェイフロント地区（Ａ） フェアウェイフロント地区（Ｂ）

区分の 
面 積 約 ６．４ha 約１０．８ha 約 ２．８ha 約 ４．２ha 

建 
 

築 
 

物 
 

等 
 

に 
 

関 
 

す 
 

る 
 

事 
 

項 

 

建築物等の用

途の制限 

 

次の各号に揚げる建

築物は建築してはなら

ない。 

１． 住宅 

２． 長屋 

３．兼用住宅又は併用

住宅 

４．１階部分を共同住

宅、寄宿舎又は下宿

の用途に供するもの

（ただし、当該用途

に附属する出入口、

階段、避難施設等に

供する部分は除く。）

５．マージャン屋、ぱ

ちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他

これらに類するもの

６．自動車教習所 

７．畜舎 

８．工場（ただし、パ

ン屋、米屋、豆腐屋、

菓子屋、その他これ

らに類する食品製造

業を営むもので、作

業場の床面積の合計

が５０㎡以内のもの

（原動機を使用する

場合にあっては、そ

の出力の合計が０．

７５キロワット以下

のものに限る。）又は

ガソリンスタンド及

び自動車修理工場を

除く。） 

９．葬儀業の用に供す

るもの 

 

次の各号に揚げる建

築物は建築してはなら

ない。 

１．長屋 

２．兼用住宅又は併用

住宅（ただし、診療

所及び学習塾、華道

教室、囲碁教室その

他これらに類する用

途を兼ねるものを除

く。） 

３．共同住宅、寄宿舎

又は下宿 

４．公衆浴場 

 

 

次の各号に揚げる建

築物は建築してはなら

ない。 

１．長屋 

２．兼用住宅又は併用

住宅 

３．共同住宅、寄宿舎

又は下宿 

４．学校、図書館その

他これらに類するも

の 

５．神社、寺院、教会

その他これらに類す

るのもの 
６．老人ホーム、保育

所、身体障害者福祉

ホームその他これら

に類するもの 
７．公衆浴場 

８．診療所 

 

 

次の各号に揚げる建

築物は建築してはなら

ない。 

１．長屋 

２．兼用住宅又は併用

住宅 

３．共同住宅、寄宿舎

又は下宿 

４．学校、図書館その

他これらに類するも

の 

５．神社、寺院、教会

その他これらに類す

るのもの 
６．老人ホーム、保育

所、身体障害者福祉

ホームその他これら

に類するもの 
７．公衆浴場 

８．診療所 

 

 

建築物の容積

率の最高限度 － － ８／１０ ８／１０ 

 

建築物の建ぺ

い率の最高限

度 
－ － ４／１０ ４／１０ 

 

建築物の敷地

面積の最低限

度 

― １８０㎡ ５４０㎡ ２７０㎡ 

 

ただし、市長が公益上やむを得ないと認めたものについては、この限りでない。 

 



地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

地区の区分 業務地区 低層住宅地区 フェアウェイフロント地区（Ａ） フェアウェイフロント地区（Ｂ）

建 
 

築 
 

物 
 

等 
 

に 
 

関 
 

す 
 

る 
 

事 
 

項 

 

壁面の位置の

制限 

 
１．建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道

路境界線及び隣地境界

線までの距離は２．０メ

ートル以上とする。 
  ただし、市長が公益上

やむを得ないと認めた

建築物については、この

限りでない。 

 
１．建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道

路境界線及び隣地境界

線までの距離は１．０メ

ートル以上とする。 
  ただし、次の各号の一

に掲げる建築物及び建

築物の部分については、

この限りではない。 
（１） 外壁又はこれに代

わる柱の中心線の

長さの合計が３．０

メートル以下であ

るもの 
（２） 物置その他これに

類する用途に供し、

軒の高さが２．３メ

ートル以下で、か

つ、床面積の合計が

５．０㎡以内である

もの 
（３） 住宅に附属する別

棟の自動車車庫で、

最高の高さが３．０

メートル以下で、か

つ、床面積の合計が

３０㎡以内である

もの 
（４） 床面積に含まれな

い出窓 
（５） 人及び車の出入り

口となる門及び門

の袖 
（６） 市長が公益上やむ

を得ないと認めた

建築物 
２．前項第３号に規定する

建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から道路境

界線までの距離は、ただ

し書きの規定にかかわら

ず、１．０メートル以上

とする。 

 
１．建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道

路境界線及び隣地境界

線までの距離は１．５メ

ートル以上とする。 
  ただし、次の各号の一

に掲げる建築物及び建

築物の部分については、

この限りではない。 
（１） 外壁又はこれに代

わる柱の中心線の

長さの合計が３．０

メートル以下であ

るもの 
（２） 物置その他これに

類する用途に供し、

軒の高さが２．３メ

ートル以下で、か

つ、床面積の合計が

５．０㎡以内である

もの 
（３） 住宅に附属する別

棟の自動車車庫で、

最高の高さが３．０

メートル以下で、か

つ、床面積の合計が

３０㎡以内である

もの 
（４） 床面積に含まれな

い出窓 
（５） 人及び車の出入り

口となる門及び門

の袖 
（６） 市長が公益上やむ

を得ないと認めた

建築物 
２．前項第３号に規定する

建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道

路境界線までの距離は、

ただし書きの規定にか

かわらず、１．５メート

ル以上とする。 

 
１．建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道

路境界線及び隣地境界

線までの距離は１．５メ

ートル以上とする。 
  ただし、次の各号の一

に掲げる建築物及び建

築物の部分については、

この限りではない。 
（１） 外壁又はこれに代

わる柱の中心線の

長さの合計が３．０

メートル以下であ

るもの 
（２） 物置その他これに

類する用途に供し、

軒の高さが２．３メ

ートル以下で、か

つ、床面積の合計が

５．０㎡以内である

もの 
（３） 住宅に附属する別

棟の自動車車庫で、

最高の高さが３．０

メートル以下で、か

つ、床面積の合計が

３０㎡以内である

もの 
（４） 床面積に含まれな

い出窓 
（５） 人及び車の出入り

口となる門及び門

の袖 
（６） 市長が公益上やむ

を得ないと認めた

建築物 
２．前項第３号に規定する

建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道

路境界線までの距離は、

ただし書きの規定にか

かわらず、１．５メート

ル以上とする。 
 

建築物等の形

態又は意匠の

制限 

 

１．建築物の屋根、外壁等の色彩は、周囲の景観と調和した落ち着きのあるものとする。 

２．敷地内に設置する屋外広告物は、自己の業務又は自己の建築物を表示するものとし、形態、色彩、

意匠その他の表示方法が美観風致を害してはならない。ただし、市長が公益上やむを得ないと認め

たものについては、この限りでない。 

 

 

かき又はさく

の構造の制限 

 

 道路に面してかき又はさくを設置する場合は、生垣を基本とする。ただし、次の各号に掲げるもの

はこの限りでない。 

（１） 透視可能なフェンス、鉄柵その他これらに類するもの。 

（２） 道路境界線から０．５メートル以上離して設置する高さ１．２メートル以下のブロック塀、

レンガ塀その他これらに類するもので、道路境界線から当該ブロック塀等までの間に植栽を施

したもの。 

（３） 生け垣、植栽又はフェンス等の基礎で設置箇所の道路面から高さ０．６メートル以下のブロ

ック・レンガその他これらに類する構造物。 

（４） 門及び門の袖 

（５） その他の法令において、コンクリート擁壁等の設置が義務付けられている場合。 

（６） 市長が建築物の管理・保安上やむを得ないと認めたもの。 

 

 
「区域、地区整備計画区域、地区の区分は計画図表示のとおり」 

 

理由：本地区での適正な土地利用を誘導し、緑豊かで潤いのある良好な住宅市街地の形成を図り保持するため地区計画を決定する。 
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